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別紙１ 

公私連携保育法人が行う保育及び子育て支援事業の基準 

 

第１ 趣旨 

 この基準は、児童福祉法（昭和 22年法律第 164号）第５６条の８第２項の規

定により、益城町と公私連携型保育所を運営する公私連携保育法人が締結する

協定に定める事項として、同項第２号に規定する公私連携型保育所における保

育等に関する基本的事項の詳細（以下「業務」という。）について定めることを

目的とする。 

 

第２ 業務の実施条件   

 １ 公私連携型保育所 

第２保育所の運営に関する基本的な考え方 

（１）保護者及びその児童の意向を十分に反映し、利用者の最善の利益を図る 

とともに、保育所の効用を最大限に発揮し、児童福祉を積極的に増進する 

こと。 

（２）保護者及びその児童の健康と安全に十分留意すること。 

（３）保護者及びその児童の心身の健全な発達が図られるよう適切な支援を 

  行うこと。 

（４）特別支援保育等、支援が必要な家庭への保育等近年課題とされている保 

育に積極的に取り組むこと。 

（５）家庭や地域社会、小学校をはじめ、上益城郡保育連盟及び益城町の関 

係機関との連携を図り、地域に根ざした運営を行うこと。 

（６）保育所保育指針に基づく食育を実施し、充実を図ること。 

（７）自園調理を実施し、安全安心で必要な栄養量を含有する給食を提供する 

とともに、給食及び食材に関する情報提供を適宜行うこと。食材にあたっ 

ては、熊本県産材、益城町産材を積極的に採用すること。また、食材の調 

達にあたっては、町内事業者を優先すること。併せて、保護者と協議をし 

ながら、アレルギー対応を行わなければならない。 

 なお、自園調理の実施体制は、受託法人の判断に委ねる。 

（８）保護者及びその児童の平等な利用を確保すること。 

（９）実費徴収を行う場合は、その趣旨・目的等、事前に保護者への十分な説 

明を行い、理解を得た上で進めること。 

（10）個人情報の適正な取扱いを徹底すること。 

（11）公私連携型保育所とする前の益城町立第２保育所の保育（別紙１の１） 

の継承を基本とし、児童福祉法等の関係法令や条例等を遵守し、かつ、安 
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定した質の高いサービスを提供すること。 

（12）公定価格における処遇改善等加算を活用し、職員の勤続年数や経験年数、 

職責に応じた処遇の改善を進めるとともに、離職防止のための研修支援、 

職場の環境改善、行政が行う保育士確保のための取組に対する協力を行う 

こと。 

（13）現在、益城町立第２保育所が実施している幼児体育指導（月１回）及び 

英会話（月２回）を継続すること。 

（14）益城町内の下表に示す部会や上益城郡保育連盟へ加入し、積極的に役職

等につくこと。 

町人権・同和教育推進協議会 町就学指導委員会 

町 DV防止対策地域協議会 町特別支援実務担当者会議 

町健康づくり協議会 町学校保健会 

町給食部会 町保育士会 

（15）町及び地区が参加等を依頼する会議、行事、研修会等に出席すること。 

（16）公私連携型保育所としての運営を開始し、一定期間（６か月～12か月） 

経過した際に、町が行う第２保育所在園児童の保護者に向けた運営法人に 

対するアンケートの実施・回収に協力すること。 

（17）令和３年度「益城町立保育所 ICT化環境整備業務」で整備した ICTシ 

ステム「通称コドモン」のシステム利用を引き継ぐこと。 

 

２ 法令等の遵守 

第２保育所の運営にあたっては、次に掲げる法令等を遵守しなければなら 

ない。 

（１）児童福祉法 

（２）児童福祉法施行令（昭和 23年政令第 74号） 

（３）児童福祉法施行規則（昭和 23年厚生省令第 11号） 

（４）児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和 23年厚生省令第 63 

号） 

（５）保育所保育指針（平成 29年厚生労働省告示第 117号）及び保育所に関 

連する通達 

（６）子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65号） 

（７）子ども・子育て支援法施行令（平成 26年政令第 213号） 

（８）子ども・子育て支援法施行規則（平成 26年内閣府令第 44号） 

（９）熊本県児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成 24 年条

例第 75号。以下「設備・運営条例」という。） 

（10）益城町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準
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を定める条例（令和元年益城町条例第 21 号。以下「運営基準条例」とい

う。）及び特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・

子育て支援施設等の運営に関する基準（平成 26年内閣府令第 39号。以下

「運営基準」という。） 

（11）個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号） 

（12）益城町情報公開条例（平成 13年益城町条例第 12号） 

（13）その他公私連携型保育所の運営を行うにあたり遵守すべき法令 

 

３ 保育時間 

  保育所の保育時間は次に掲げるとおりとする。 

なお、公私連携保育法人が特に必要があると認めるときは、町と協議の上、 

保育時間を変更することができる。 

（１）通常保育  午前７時から午後６時まで 

（２）延長保育  午後６時から午後７時まで 

短時間保育の提供時間を益城町では、８時３０分から１６時３０分までの８ 

時間としているが、朝の８時３０分前の利用に関しては、短時間保育認定児童 

の早期の迎えの観点から、延長保育料金を徴収していない。在園児童の保護者 

からもこの点は、継続して要望を受けている事案であることから、この取扱い 

を踏襲すること。 

なお、この取扱いを変更する場合は、益城町公私連携型保育所の設置に係る 

三者協議会設置要綱（令和６年９月益城町告示第 97号）（以下、「三者協議会 

設置要綱」という。）に定める三者協議会にて保護者に同意を得た上で、変更 

すること。 

 

４ 閉所日 

 （１）日曜日 

 （２）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に定める休日 

 （３）12月 29日から翌年の１月３日までの日 

 

５ 利用者の範囲 

  保育所を利用できる児童は、生後概ね 6か月から小学校就学前までの児童 

とする。 

 

６ 職員の配置基準 

  次に掲げる基準以上の職員を配置すること。 

（１）保育所（幼稚園、認定こども園、地域型保育事業含む）での所長の経験 
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が２年以上の専任の保育所長を置くこと。 

（２）保育士の経験年数が 10年以上の専任の主任保育士を１人以上置くこと。 

（３）設備・運営条例第 46条第１項に規定する保育士、嘱託医及び調理員を 

置くこと。また、保育士の人数（常勤であることを原則とし、非常勤のも

のは、その週当たりの勤務日数及び１日あたりの勤務時間数に応じて、常

勤のものに換算するものとする。）は、同条第２項に規定する人数以上と

する。ただし、保育士の人数には（４）に規定する者の人数（１人に限る。）

を含めることができるものとし、調理業務の全部を委託する場合は調理員

を置かないことができるものとする。 

 なお、保育士については、保育所における保育士の経験が３年以上の保

育士（常勤のものに限る。）を４人以上置くこと。そのうち、１人は保育所

における保育士の経験が６年以上であること。 

（４）看護師又は准看護師の資格を有するものを１人以上（常勤換算で最低 

0.8人以上）置くこと。 

（５）事務専任職員を１人以上置くこと。保育所長の兼務は認めない。 

 

第３ 公私連携保育法人が行う業務の基準 

 １ 入所する児童の保育（集団保育が可能な障害児に対する保育を含む。） 

   益城町保育所条例（昭和 39年益城町条例第８号）及び益城町保育の利用 

に関する規則（平成 27年益城町規則第４号）の規定により益城町が公私連 

携型保育所第２保育所の入所を決定した児童について、法令等に定める児 

童福祉施設の設備及び運営に関する基準、保育所保育指針及び特定教育・保 

育施設の運営に関する基準、保育所に関連する国の通達並びに益城町の行 

政施策に基づき、児童の状況を十分に把握し、必要によっては適切な措置を 

講じた上で、安全に、かつ十分に配慮し、保育を行うこと。 

 

 ２ 延長保育事業 

   延長保育事業については、益城町延長保育事業補助金交付要項（平成 27

年益城町告示第 76号）の規定に準じて業務を実施すること。 

 

 ３ その他子育て支援事業に関すること。 

   児童福祉法第 48条の４第１項に規定する保育に関する情報の提供、相談 

及び助言を行い、地域住民に開かれた保育所運営に努めること。 

   また、前段を達成するために必要な事業を実施すること。 
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 ４ その他の業務 

 （１）現在の益城町立第２保育所との引継ぎ 

    現在の益城町立第２保育所から円滑に保育その他の業務を的確に引き 

継ぐために、益城町と十分に協議を行い、次の必要な措置を講じること。 

なお、保育方針、保育方法の変更は、児童と保護者を混乱させるので、 

当分の間は、現状のものを踏襲し、無理な変更は行わないこととする。 

  ア 児童に関する健康・発育などの記録を基に、児童一人一人の生活の様子 

や状況などを調整保育業務（個々の児童の状況等を把握するとともに、保 

育所に入所する児童及び当該児童の保護者との信頼関係を構築すること 

を目的として、法人の雇用する保育士等が現益城町立第２保育所に勤務 

する保育士等と共同で保育を実施するものをいう。）などにより適切に引 

き継ぐこと。 

  イ 保育目標、保育計画、指導計画のほか、各クラスにおける保育内容や児 

童の受入れ、引き渡しなどの日々の保育の流れ、年間行事、月間行事、給 

食、保健衛生、施設管理、安全対策、保護者・地域との関係など保育所運 

営全般について引継ぎを行うこと。当該引継ぎを受ける者として、主任保 

育士クラス以上の統括業務を担う保育士等を派遣すること。 

  ウ ア及びイの内容を標準として、現益城町立第２保育所職員との協議を 

行い、益城町の承認を得た上で、引継ぎに係る計画を策定すること。本計 

画の進捗については益城町が管理し、必要に応じて指導を行うものとす 

る。 

 （２）保護者との連携 

    保護者の意見・要望を聞くための取組を行い、その意向に配慮すること。 

また、要望・苦情の対応体制を明確にすること。 

 合同保育を実施する際は、三者協議会設置要綱に定める三者協議会を 

設置し、保護者の意見等聴取し、協議を行うものとする。 

 （３）緊急時・災害時の対応 

  ア 児童等の急な病気等に対応できるよう薬品等を準備するとともに、急 

病人、負傷者発生の対応マニュアルを整備し、職員に周知する等、十分な 

対策を講ずるものとする。なお、事故対応に関しては、運営基準第 32条 

に規定する措置を講ずる義務があるので十分に留意すること。 

  イ 災害時等の児童等の避難、誘導、安全確保等及び必要な通報についての 

対応計画及びマニュアルを作成し、職員に周知を図り、緊急事態の発生時 

には的確に対応するものとする。特に町立第２保育所は、浸水想定区域に 

存するため、緊急時の対応を十分に想定し、危機管理マニュアルを町に提 

出し、必要に応じた指示を受けること。 
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  ウ 運営基準条例第２条の規定により適用する運営基準第 32条第１項の規 

定に基づき、深刻な事故の発生又はその再発を防止するため、次に掲げる 

措置を講じること。 

① 深刻な事故の発生防止のための指針の整備 

② 深刻な事故又はそれに至る危険性のある事態が生じた場合におい 

て、当該事故又は事態に係る事実の報告及びその分析を通じた改善 

策を職員に周知徹底する体制の整備 

③ 事故の発生防止のための委員会及びその他の職員に対する

定期的な研修の実施 

 （４）適切な情報管理 

    業務上知りえた個人情報は、個人情報の保護に関する法律の規定を遵 

守し、漏えい、滅失及びき損等の防止、その他個人情報の適切な管理を行 

うために、必要な措置を講じること。 


